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２００６年夏、１９９４年に次ぐ記録的な残暑であった。

７月まで比較的涼しかった東京都心も８月に入り

ヒートアイランド現象もあいまって酷暑に見舞わ

れた。船舶は他の輸送モードに比しエネルギー効

率が優れているといわれているが、地球温暖化防

止はじめ、地球環境への負荷軽減は我々にとって

引き続き社会的使命をもった重要な課題であり、

ハード・ソフト両面で地道な取り組みが求められ

る。

ハード面では、川崎汽船の場合、船舶で年間約

４百万トンの燃料油を消費し、CO２約１２百万トン、

NOx（窒素酸化物）約０．３百万トン、SOx（硫黄酸

化物）約０．２百万トンを排出している。燃料価格高

騰の折から経済的側面も然ることながら３０万トン

クラスのVLCCの輸送量に換算して約１４隻分に相

当し、少なからぬ量の点で環境への影響について

も重く受け止めている。これら有害物質の排出量

減少は酸性雨・大気汚染の防止、地球温暖化の軽

減につながることになる。最近は造船会社技術陣

との共同作業を通じ電子制御エンジンを搭載した

船舶が登場した。同エンジンはエコノミー・エミ

ッションの２モードを備え、燃料噴射・排気弁開

閉のタイミングを電子的にコントロールし、NOx

の削減、燃費向上によるCO２削減を実現、特にエ

ミッションモードの場合、NOxの発生量はエコノ

ミーモードに比べて約１割削減することができる。

また、海外では船舶停泊中に電力を陸上から供給

することにより着岸・荷役中の本船発電機からの

排気ガスを事実上ゼロ・エミッションとする取り

組みも始まろうとしている。

ソフト面では我々にとってもっとも基本的なこ

とである安全運航の確保が、地球環境への負担軽

減に寄与することは論を待たないことを指摘して

おきたい。乗組員のうっかり、ちょっとした判断

ミスが重大海難を引き起こし、環境に重大な影響

を与える可能性がある。世界規模で海事技術者に

対する教育方針の策定、教育研修プログラムやカ

リキュラムの拡充をはかり、安全運航を支える海

事技術者を育成していくべきである。また、海外

での植林プロジェクトに協賛といった社会貢献的

な取り組みも必要である。

環境問題への取り組みにはこのような施策をこ

つこつと地道に積み重ねていくことが肝要と考え

る。

環境問題への地道な
取り組み
日 本 船 主 協 会 副 会 長
川崎汽船株式会社 代表取締役社長 前川弘幸

巻 頭 言
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１

内外情報

事件の凶悪化、人的被害の拡大化傾向
―２００６年上半期の海賊事件発生状況―

国際商業会議所（International Chamber of Com-

merce＝ICC）の下部組織である国際海事局（Inter-

national Maritime Bureau＝IMB、詳しくは本誌

２００５年９月号Ｐ．２０～２１参照）より、２００６年上半期

に同海賊情報センター（クアラルンプール）に連

絡のあった海賊事件（未遂事件も含む）の報告書

が発行されました。

概要は以下のとおりですが、政府等関係機関に

対する防止対策強化の要請に資するため、関係各

社におかれましても、事件に巻き込まれた際には、

関係先への通報をお願いいたします。

［２００６年上半期 IMB海賊レポート概要］

全世界における２００６年上半期の海賊事件報告件

数は１２７件で、昨年同期と同じ件数であった。

地域別に見ると、東南アジアでの発生件数は、

５１件（うちインドネシア３３件、マラッカ海峡３件）

で、昨年同期より８件の減少となったものの、世

界全体の約４０％にあたる事件が同地域で発生して

おり、依然として発生率が高い状況が続いている。

（また、本レポート発行後の情報によれば、下半

期に入ってから、マラッカ海峡で再び海賊事件発

生件数が急増していることから、依然警戒が必要

である。）

今期、インド亜大陸海域では２６件の事件が発生

しているが、このうちバングラディッシュでは、

昨年同期の発生件数が８件であったのに対し、今

期は２２件と急増している。これらの事件はすべて

同国のチッタゴンで発生しており、IMB PRC（Pi-

racy Reporting Centre）では特に警戒するよう注意

を促している。

また、紅海�アデン湾、ソマリアを中心に、ア
フリカ地域も昨年同期２７件から今期３２件と増加傾

向が続き、特にソマリアで人質や誘拐が多発して

いる。

全体としては、２００３年から海賊事件発生件数は

減少しているものの、人質、身代金目的で誘拐さ

れた乗客・乗員は合わせて１６９人（昨年同期４１人）

に急増している。また、昨年殺害された乗客・乗

員は０人であったが、本年は上半期だけで６人が

海運ニュース
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殺害されており、事件の凶悪化、人的被害の拡大

化傾向にあるといえる。（［表１～４］参照）

［主な事件の概要］

� ２００６年１月６日、インドネシアの一般貨物船

“MV Alfa Gemilang”がサンピットからべラワン

へ航行中にハイジャックされた。サンピット出

港前、本船船長は５人の渡航者を乗船させたが、

出航の翌日、その５人に本船を乗っ取られた。

さらに３人の海賊が合流し、１月１０日、８人の

本船乗組員とサーベイヤーはフィリピンの Tawi�
Tawi島に上陸させられたが、３人の乗組員は本

船と共に海賊に連れ去られ、いまだ消息は不明

である。

［表１］ 海賊発生件数推移

［表２］ 世界各地域毎の海賊発生件数の比較
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� ２００６年２月１９日、バングラディッシュ・チッ

タゴンに錨泊中の一般貨物船“Germana”（リベ

リア籍）が海賊に襲われた。５人の海賊は、エ

ンジン故障を装い船に近づいてきた。角材を持

った海賊３人が船尾から乗り込み、乗員に暴行

を働いたうえ、船内の備品を奪い逃走した。チ

ッタゴンの港湾当局は、直ちに、海上警察を海

賊捜査にあたらせた。

� ２００６年４月４日、韓国のトロール漁船“Dong

Won No．６２８”がソマリア沖を航行中に銃で武装

した海賊に襲撃され、ハイジャックされた。海

賊８人は本船を乗っ取った後、沿岸海域へ向か

った。２５名の乗員全員が人質に取られており、

船舶と乗員を解放するため、現在も交渉中であ

る。この件は、IMBからソマリア近海を警戒す

る各国合同の艦船にすでに通報されており、現

在、同船がソマリア沿岸近くにいることが把握

されている。

� ２００６年４月２６日、中国籍漁船“Jinghai０３０１２”

が南シナ海の南沙諸島沖で１３人ほどの武装した

海賊に襲われた。海賊は、自動小銃で４名の乗

組員を殺害、３名に重症を負わせ、船内の備品

を盗み逃走した。この事件はフィリピン当局が

現在調査中である。 （海務部：伊東）

［表３］ 主要７か国・地域の海賊発生件数（昨年同期比較）

［表４］ 乗組員の被害状況（昨年同期比較）
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特 別 欄  

講師：羽生次郎（はにゅう じろう）氏

１９４６年生まれ。１９６９年東京大学経済学部卒業後、

同年運輸省に入省。運輸政策局長、国土交通審

議官等を経て２００２年より運輸政策研究機構副会

長兼国際問題研究所長。９４年～９８年まで旧運輸

省航空局審議官次長として、米国をはじめ数多

くの国々との航空協議で日本側の首席代表を務

め、特に日米航空協定の不平等問題の解消実現

に大いに貢献した。

羽生でございます。皆様ご承知のとおり、国際

的な交通産業といいますと、日本では海運と航空

だけで、残念ながら鉄道・自動車は陸続きがない

のでありません。海運と航空は似ているところも

違うところもありますし、歴史的に見れば、グロ

チウスの時代、１６世紀からの秩序と、２０世紀、戦

後になってようやく秩序ができたものとかなりの

相違がありまして、政府の規制の程度なども大分

違います。

そのような違いはあるものの、お互いに自由化

の方向を目指して、国内にはカボタージュが両方

とも存在するなど、似ているところもあります。

そこで、アメリカの航空産業、これが非常に面白

いというか、危機的な状況に至ったこともありま

すので、その辺を中心にお話ししたいと思います。

まず、アメリカの航空産業はどのぐらいの規模

かをお話ししておかないといけません。１９４０年代

に国際航空ができて以来、アメリカの航空産業は

一貫して世界のリーディング産業でした。いまの

規模で言いますと、人��ベースで、世界の全航
空旅客輸送の３分の１、貨物輸送で言いますと、

全世界の４分の１強をアメリカがやっています。

２位の国は旅客でアメリカの６分の１以下、貨物

で４分の１以下です。ということは、圧倒的に大

きなシェアと市場を誇っていることになります。

片や売上で見ますと、だいたい旅客ベースでアメリ

カの１，０００億～１，０５０億ドルぐらい。それに貨物がさ

らに２００億ドルぐらい加わるということですから、

旅客ベースで１１兆～１２兆円、貨物が２兆円ぐらい

加わるという規模です。

第�回 海運セミナー その�
「米国航空産業の現状と航空政策」

財団法人運輸政策研究機構 国際問題研究所長 羽生次郎氏

当協会は６月１９日（月）に会員会社を主な対象として第７回海運セミナーを開催いたしました。

８月号に引き続き講演内容をご紹介致します。

▲財団法人運輸政策研究機構 国際問題研究所長
羽生次郎氏
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日本はと言いますと、日本航空、全日空、NCA

（日本貨物航空）、その他、旅客も貨物も小さい企

業も入れまして、だいたい２兆８，０００億～３兆円ぐ

らいの規模ですから、アメリカの４分の１以下の

規模になります。

アメリカの航空産業は、規模だけではなく他の

面でもリーディング産業として機能してきました。

例えば、規制緩和でも、世界で初めて１９７８年頃、

自分の国内産業を規制緩和して完全自由競争にし

ましたし、賛否両論ありますが、国際的にもオー

プンスカイという政策を入れています。それから、

技術の面でもいち早くジャンボ機、広胴機を入れ

ました。それから、ビジネスプラクティスの面で

も、ハブ・アンド・スポークと言いまして、これ

は港でも似ていますが、大きな港を選んで、そこ

にフィーダーで集めてくるという手法を旅客の分

野でも初めて入れました。それから、ある意味で

は独占寡占のなせる業ではありますが、需要の価

格弾力性に応じて、いわゆる運賃負担力の多い者

からはお金を取るという政策を旅客の面で入れま

した。それまでは、だいたい公共交通機関という

のは一律ですが、そういうことをしない新たな運

賃政策を入れました。

このように、技術、ビジネスプラクティス、規

制、あらゆる面で世界のトッ

プを走ってきました。

ところが、そのアメリカ航

空産業がこの４～５年、特に

２００１年の９・１１を契機に相当

ひどい目に遭っています。一

番上の線は GDP（国内総生産）

です。アメリカ経済は好調で

すから、GDPは右肩上がりに

なっています。ところが、そ

の下の線がアメリカ航空産業

全体の供給量です。ASM（ア

ベレージ・シート・マイル）

という、座席数に走ったマイ

ルを掛ける。例えば、２００座席

ある飛行機が５００マイル走ると

１０万座席マイルになるという、供給力を表します。

その下の線が RPM（レベニュー・パッセンジャー

ズ・マイル）と言いまして、お金を払った旅客、例

えば５００人が５００マイル走ると２５万マイルになるとい

う、需要を表します。これを見ると、通常は、GDP

が右肩上がりになりますと交通産業は派生需要で

すから、だいたい下がるということはないのです

が、アメリカ航空産業の場合だけ２０００～２００３年にか

けて、GDPは上がっているけれども供給量・需要

量とも下がっています。それからまた上に転じて

いるということで、これは非常に不可思議な現象

です。

さらに中を見ますと、航空産業の中が２つに割

れて、勝ち組と負け組とがはっきり出て、負け組

の影響があまりに大きいので下へおりているわけ

です。どう２つに分けるかといいますと、アメリ

カの航空産業でいわゆる大手企業（ネットワーク

キャリア）、アメリカ人は「レガシィキャリア」と

呼んでいますが、大手６社があります。日本で言

えば JALと ANAだと思っていただいて差し支えあ

りません。それに対してローコストキャリアとい

うのがあります。日本では AIR DOなどです。こう

いったもので、ローコストキャリアのほうは極め

て好調で、レガシィキャリアの「レガシィ」はど

【図１】

特 別 欄  
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んどんなくなって、相当ひどい目に遭っていると

いうことから、このような状態になっているわけ

です。

もう一つ特徴的なことは、この危機的な状況は、

実は２００３年に底をついています。２００３年～２００５年以

後、ほぼ GDP、あるいは GDPを凌ぐ勢いで上がっ

ておりますから、少なくとも需要のほうは元の趨

勢に戻りそうな勢いで増えています。したがって、

航空産業は不況だという意見は成り立ちません。

経済自体も好況、航空産業自体も２つに分かれて、

一方のグループだけが不況で、一方のグループの

影響が大きすぎて需給が落ちている。しかし、底

をついた以降からは上がっているということです

から、これは航空産業自体に問題が起きたという

ことを表しています。

次に、先ほど申しましたいわゆるネットワーク

キャリアの業績は、２０００年は５０億ドル近い黒字を

上げていましたが、２００１～２００５年と、５年続けて赤

字です。２００１、２００２年は１００億ドル近い赤字を出し

ています。それが２００３、２００４年になっても一向に赤

字が直らないという状態です。ちなみに、２００１～

２００５年までのネットワークキャリアの赤字合計額

は、約３２０億ドルになります。邦貨換算で４兆円弱

になるわけですから、１２兆円の企業で４兆円の赤

字を出すというのは大変なことでして、ほぼ全企

業が倒産してもおかしくないような状態です。し

かし、アメリカがそこは手厚く保護しまして、こ

の間に１兆５，０００億ぐらい政府が直接補助しており、

これがカンフルになって、なんとかもっている。

一応、毎年１００億ドル近い損害を出すというところ

からは脱しましたが、２００５年、９・１１から４年経

ってもまだマイナスになっており、これは誠に由

々しき事態です。

それに対して、いわゆるローコストキャリア、

サウスウェストという有名なローコストキャリア

ほか１０社ぐらいありますが、中小企業と見ていた

だければ結構です。これは感心なことに、どのよ

うなことがあってもこの産業自体黒字を出してい

ます。企業の規模が小さいので額は大きくありま

せんが黒字である。２００５年が実は一番厳しくて、

これがまた面白いところですが、ネットワークキ

ャリアの赤字幅が減ったときにローコストキャリ

アの黒字幅が減っています。いずれにせよ、この

５年間対照的な業績を成しています。

ユニット営業損益に関しては、この５年間、ネ

ットワークキャリアはずっと赤字を出しており、

ローコストキャリアは黒字です。ただし、これも

数字の魔術があり、黒字を出しているもののこの

原因は、サウスウェストというローコストキャリ

アのなかの大手が出しているわけで、ほかのロー

コストキャリアは実は相当参っているという状態

です。

次はローコストキャリアの状態です。ローコス

トキャリアは GDP以上の伸びで供給量も増やし、

需要も増えている。特に２００１年の９・１１というの

は、ローコストキャリアには影響を与えていない。

したがって、ある意味で、事故としては大きな損

失をネットワークキャリアに与えましたが、基本

的にはビジネスプラクティス、あるいはネットワ

ークキャリアのビジネスにまずいところがあった

が故に、あれだけの格差が出たということを証明

しているのだと思います。

しかし、このローコストキャリアの伸びも永遠

に続くものではありません。実は２００２～２００４年辺り

と、２００４～２００５年を比べますと、彼らのこの勢いに

も少し翳りが見えてきています。これは恐らく、

２００６年になるとオイルコストが響いていますから、

かなりはっきりしてくると思います。それと、競

争が非常に激しくなってネットワークキャリアも

相当コストを下げた結果、コスト差が少なくなっ

ていることも反映しています。いずれにせよ、２００１

～２００５年まではローコストキャリアは非常によく

やったので、アメリカ航空産業全体としては、な

んとか面目を保っている状態ではないかと思いま

す。

次に、具体的にこの競争の結果どうなったか。

２０００年がネットワークキャリア、つまり大手企業

が一番よかった状態です。このときには旅客数で

３億８，７００万人ぐらい。これが２００５年では旅客数が

減っています。それに対してローコストキャリア
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は、１１２から１５８まで増えています。つまり、こち

らが３０％以上減っているときに、向こうは２割ぐ

らい減っているように見えるわけです。そうする

と、やはりネットワークキャリアは回復していな

いではないかと当然疑問が出るわけですが、実は、

ネットワークキャリアはローコストキャリアと競

争するために業務委託をし始めて、不採算路線や

非常に小さい路線、フィーダーサービスをする一

部をリージョナルキャリアという自分の子会社み

たいなところに運航委託した結果減っているので、

実態は、旅客数でも２０００年と２００５年はほぼ変わらな

い。それでも、増えていないという状態です。一

方、ローコストキャリアは完全に増えている。こ

の結果、LC�NCを見ると、２０００年は旅客数だと２９

�１００であったのが、２００５年は４８�１００。１０対３から
１０対５という具合にシェアが変わってきた。仮に、

先ほどのリージョナルキャリアの分を大手企業に

換算しても、２６�１００から３７�１００になった。僅か５
年間で５割以上のシェア変動があったわけです。

片やシェアを５割増やし、片やシェアを２５％減ら

すという事態です。これを需要量の RPM（有償旅

客マイル）に直しても同様の傾向が見られます。

したがって、この５年間でアメリカの中の航空

市場というのは完全に構造変化があり、大手キャ

リアのシェアが減ってその分

をローコストキャリアが取っ

たということが明らかに見え

るわけです。多分、このシェ

アは、今後大体この辺で頭打

ちで続くというのが、アメリ

カの中の大方の業界人、ある

いは学者の分析の結論です。

それはなぜかと申し上げます

と、【図３】はユニット費用で

す。その産業、例えば、大手

企業でかかったコストを１，０００

億ドルとしますと、その１，０００

億ドルでお客を何人、何マイ

ル運んだか。１，０００億人で１兆

億人マイル運んだとすると、

１人�１マイルお客を運ぶのにいくら費用がかか
るかというわけです。これを比較しますと、上が

６大ネットワークキャリア、下がローコストキャ

リアです。２００２、２００３年ぐらいですと、差が大きく

なっていますが、２００４、２００５年になると差が縮まっ

ています。これは明らかに大手企業が合理化に成

功したということです。ところが、ローコストキ

ャリアはやはりコスト削減に限界があって、上が

りだしたということを示しています。なぜかとい

うと、これはオイル代が多いと思われますが、そ

れだけではありません。この間にローコストキャ

リアは大幅にネットワークを拡大したので、それ

に伴う人件費、あるいは機材の調達費、空港にお

けるいろいろな施設の準備、こういうものが要っ

たので拡大したものとおもわれます。いずれにせ

よ、競争状態は相当切迫しています。

特にネットワークキャリアを見ますと、一見コ

ストを削減していないように見えますが、実はこ

の間に非常にオイルの値段が上がったわけで、そ

の分を人件費カットその他で吸収した結果、この程

度になっているということが読み取れるわけです。

次に、人件費をさらに内訳で見てみますと、ネ

ットワークキャリアの場合、最盛期の２００２年には

ユニット人件費、１人�１マイル運ぶ当たりの人

【図２】
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件費が４．５８と、史上最高でした。それが３．４４と、約

３割以上、この３年で賃金カットあるいは合理化

をやったわけです。そこで１つ疑問になるのは、

２００１年に不況があったのに、なぜ２００２年に人件費が

一番高くなるのかということですが、アメリカの

労働組合というのは、交渉した内容を即日実施す

るのではなくて、１～２年前から協議を始めて、

値上を実行に移すことを経営者がOKするのが１～

２年後になるので、その結果２００２年が一番高い時

期になったわけです。

ちなみに、どうして高くなったかといいますと、

これは２０００年に理由がありまして、ユナイテッド

という航空会社、アメリカで１～２を争う大手企

業ですが、ここの経営者が非常に大きな人件費、

特にパイロットの人件費を上げました。アメリカ

のビジネスマンは、当然ながら目は株主に向いて

おりまして、株主に配当をしなければ彼らはやっ

ていけないわけですから、多少労働組合に譲歩し

ても、ストをさせないために人件費の値上を OK

してしまう。そして、そのツケはどこへいくかと

いうと、運賃に回すわけです。６大ネットワーク

キャリアは、言わば寡占体でありまして、アメリ

カの市場を分割して、その中で自分が価格コント

ロールできる権利を空港毎に持っているわけです

から、要するに、自分でコストを上げた分を消費

者に負担させるという構造になっていました。で

は、誰を狙うかといいますと、運賃負担力が多い

ところ。例えば、同じシカゴからロサンゼルスに

行くにしても、１～２ヵ月前からプランを立てて

遊びに行く人には、ものすごく安い。ところが、

ビジネスマンが「明日行く」と言うと、猛烈に高

い値段をかける。同じ「ロサンゼルス－シカゴ」

の値段がだいたい３０倍ぐらい違う。このような運

賃のコントロールをする。恐らく、「企業が払うの

だから大丈夫だろう」と思ってやっていたわけで

すが、これがあまりに極端だと、当然企業のほう

でも目をつぶれないわけです。そうかといって、

シカゴからロサンゼルスまで車で行くわけにもい

かないし、たいした鉄道がありませんから、どう

しても飛行機に乗らざるを得ない。競争者がいな

ければ、否応なく高い値段でも払うことになって、

こういう運賃構造が出来上がったわけです。

ところが、ここへきて、あまりの苛斂誅求の厳

しさに、少し不便でもローコストキャリアに乗ろ

うという動きが出てきました。例えば、シカゴは

オヘア空港ですが、これはアメリカンとユナイテ

ッドのネットワークで、ほとんどの時間帯のスロ

ット、発着枠の８割か９割を取っている。したが

って、ローコストキャリアが

入ろうと思っても入れない。

ちょうど羽田と一緒の状況だ

と思っていただければ結構で

す。しかし羽田とシカゴの違

うところは、若干、シカゴの

中心部から離れるけれども、

ミッドウェーという空港があ

りますから、車で行くのは時

間がかかって不便でもいいか

ら、ミッドウェーから行こう

という人が増えたわけです。

そうしますと、結局、ネット

ワークキャリアの持っていた

独占・寡占体制が崩れる。こ

れがどんどん広がって、ネッ

【図３】
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トワークキャリア離れを生んできた。そして、ロ

ーコストキャリアに需要がシフトした。これが大

きな一因です。

いずれにせよ、２０００年当時はそういうメカニズ

ムがまだできていませんから、労働組合と交渉し

て上げた分は運賃に転嫁できるという安易な経営

手法、ある意味では、アメリカ航空産業の経営者

はモラルハザードに陥ったわけです。ユナイテッ

ドがそういう形でパイロットと交渉して高い人件

費を出しますと、当然ほかの会社も追随せざるを

得なくなる。その影響が２００２年、ちょうど彼らの

不況の最中にピークにきた。もちろん、そうなる

とコストカットをするのですが、なかなか難しい。

企業が破産宣言をして、破産法の手続に入って初

めて、組合との協定、労働協約を裁判所が無効に

できるので、それによって下げてきた。その結果、

このような急激な人件費カットができた。ちなみ

に、これは人件費の単価だけではなく、この間に

アメリカの航空産業を離れた労働者数は約１０万人

と言われていますので、相当な規模の合理化がで

きたということを示しています。

次は燃料費です。これもまた面白いところであ

りまして、２００２年頃はバレル�２３ドルぐらいの原
油価格ですから、当然その分がケロシン油にも反

映しておりまして、ほとんどネットワークキャリ

アとローコストキャリアの差はありませんでした。

ところが、２００３年から差が出てくる。ユニット燃

料費ですから、ローコストキャリアのほうが遥か

に、１マイル�人当たりの燃料費が安くて、ネッ
トワークキャリアのほうが高くなっています。こ

れはというと、確かに燃料額全体はネットワーク

キャリアのほうが長距離路線を持つから多いので

すが、長距離路線になれば、ユニット当たりの燃

料費が落ちていいはずなので、なぜかということ

です。大きな理由として、この２００５年までにアメ

リカの６大ネットワークキャリアの１社は、なん

とローコストキャリアに吸収されました。残り４

社（ユナイテッド、デルタ、ノースウェスト、コ

ンチネンタル）は破産法の手続に入っています。

破産法の手続に入りますと余計な投資ができない

ので、オイルの先物買いができません。時価で市

場から持ってこないといけなくなる。一方、余裕

のあるローコストキャリア、いずれも破産法の手

続に入っていないキャリアは、さらにその次の年、

あるいは２年、３年後に向かってのオイルを手当

できてしまう。したがって、ローコストキャリア

の中の雄であるサウスウェストなどという会社は、

２００５年も２００６年も、たぶんバレル�３０ドル以下で自
分の全オイル消費の６～７割をカバーできている

ということになっています。これは、ある意味で

はギャンブルがプラスに出たと言えることもあり

ますが、オイルコストをヘッジして、成功したた

めにこうなっているというところがあります。

いずれにせよ、破産法の手続によって、労働協

約というのは確かに無効にできますが、そのぶん

経営の制約も当然あるわけですから、オイルの先

物ヘッジができなくなった。その結果、差が出て

くる。多分、現在ローコストキャリアとネットワ

ークキャリアの差の半分ぐらいはオイルの額の差

である。その差がコストの差に出ているのだと思

われます。これから先、２００６年はどうなるかとい

うことでは、これから先もバレル�７０ドル、ケロ
シンもそれを反映したとなると、アメリカの大手

キャリアの経営回復というのは、これだけの人件

費削減にもかかわらず相当厳しいものがある。多

分、今年度も需要は相当回復しますが、赤字を出

すか、それでなければトントンというところにな

ると思われます。

次はイールドですが、これも航空業界特有の言

い方で馴染みのないところだと思います。早く言

えば、お客が１マイル運ばれるときに運賃をどの

ぐらい払ってくれるかということです。これによ

って、運賃が全市場的にどのレベルにあるかがわ

かるわけです。２０００年頃を見ますと、お客が１人

１マイル運ばれるのに１４．７６セント、６大ネットワ

ークキャリアの場合は払ってくれました。その間、

ローコストキャリアにも１２．２７セント払ってくれま

した。ところが、これがどんどん落ちてきました。

なぜかというと、お客の大企業離れ、あまりにも

激しい運賃格差に基づく収奪をやる。あるいは、
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経済学的に言えば、需要の弾力性に応じて価格を

つけるという独占的な行動が嫌気を生んで、どん

どんローコストキャリアに移っていった。ローコ

ストキャリアのほうは、そもそも１２．２７セントとい

うのは彼らにとっては充分競争するレベルですか

ら、さらに下げられる。逆に、彼らのコストを下

げることによって６大ネットワークキャリアをも

っと苦境に陥らせるということから、下げてきま

した。一番下がったのが２００４年の段階で、まだオ

イルの値段がそれほどでもないときには、ローコ

ストキャリアの場合、１０．２セントまで落ちた。６

大ネットワークキャリアも１１．６２セントまで落ちま

した。この辺が運賃水準の底を打った段階です。

ところが、そこから上がりだした。上がり方を

見ると、ローコストキャリアの上がり方のほうが

激しいわけです。何しろローコストキャリアのほ

うは、コストは構造的には安いのですが、それほ

ど体力のある企業ではありませんから、本当の底

を打ってしまうとなかなか懐で解消することがで

きないことになります。一方、大企業のほうも、

何しろ３２０億ドルの金を失くしたわけですから、体

力がなくなってくる。現在まだノースウェストと

デルタ、２大航空企業は破産法の手続中でありま

すし、これからどうなるかわからない。USエアと

いう会社はローコストキャリアに吸収される。６

社のうち３社は、１社は潰れ、２社は再建中。再

建が成ったユナイテッドとコンチネンタルも苦戦

中、アメリカンも苦戦中という状態です。

これは、一つは競争激化によるもので、不況で

も需要減でもない。今迄の運賃が取れる者から取

れる、寡占でもって取れるという構造が改まり、

その結果激しい競争が起きた。今はオイルの高騰

もあり、競争が収斂に向かっているという状態で

はないかと思います。ローコストキャリアと６大

ネットワークキャリアとの格差が減っている状況

が読み取れると思います。

今度は費用項目を具体的に見てみますと、この

３年間で様変わりしました。今迄は、航空会社の

費用は主に３つありました。４つのところもあり

ますが、まず人件費が４割ぐらい。燃料費が１割

５分ぐらい。それから、日本の航空企業の場合は

代理店費用といいますか、流通コスト。それから、

航空機の費用。この４つなのですが、アメリカの

場合は先見の明があって、代理店手数料のような

ものは落ちています。多分、アメリカの航空企業

の場合、全費用に占めるそうした流通コストは７

～８％になっています。ところが、４割だった人

件費が、今の状態だと２６％まで下がり、１１％だっ

た燃料費が２２％に上がっています。それから、ア

メリカのネットワークキャリアの場合もう１つ、

運行委託費というのがあります。彼らの子会社の

リージョナルキャリアというものにかなりの部分

の不採算路線、あるいは、短い距離のフィーダー

サービスの路線を運行委託していて、これが多分

１４～１５％いっています。いずれにせよ、大きい部

分というのは人件費と燃料で、燃料費が格段に増

えたということです。

次にローコストキャリアのほうを見ますと、こ

れも同じ傾向が出ています。ただ、程度の違いは、

こちらのほうが人件費比率が大きくなったことで

す。いくらローコストと言っても限界があります

ので、他のものは非常にセーブしている。燃料費

は、ヘッジしているかどうかの差で、他のものは

努力をして減らしていますが、人件費の比率はこ

れ以上なかなか減らないというところにきている

のではないかと思います。それでもまだ大手キャ

リアと比べますと、人件費比率が５％ぐらい差が

あるのが特徴です。ただ、このオイル高騰によっ

て、たぶん船社の皆さんもそうだと思いますが、

コスト構造が大幅に変わったというのが読み取れ

るわけです。

次に、なぜアメリカの航空、特にネットワーク

産業、大企業というのは高コストであるかを調べ

ました。一つはハブ＆スポークという、要するに、

海運用語で言えばフィーダーサービスをする、そ

して貨物を集めてくるというものですが、これが

なぜ貨物ではなく旅客の場合はうまくいかないか。

あるいは、高コストになったかという理由です。

ハブ＆スポークというと、一昔前は非常に脚光

を浴び、日本の周辺の国も随分つくりました。韓
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国は仁川、中国は上海、香港に広げる、タイのバ

ンコクも２つ空港をつくる、マレーシアもシンガ

ポールの真似をしてつくるという具合に、だいぶ

東南アジア一帯が空港ブームになって、いずれも

ハブ＆スポークと言いましたが、実はそんなにい

いものではありません。特に旅客の場合はそうで

す。なぜかといいますと、１つの空港にフィーダ

ーサービスをして集めると、確かにその分、そこ

の空港の需要は膨らみますが、当然のことながら

ターミナルのスペースやゲート、チケットカウン

ターなどの空港施設を確保しなければなりません。

それから、荷物や旅客をハンドリングする要員を

出さなければなりません。当然、いままでＡから

Ｂと行ったのなら要らなかったのですが、Ａから

Ｂへ行くのにＣを経由したわけですからＡ－Ｃと

Ｂ－Ｃが出てくれば当然負担がかかるわけです。

もう一つ、飛行機の場合オイルを一番使うのは

離着陸ですから、いままで、例えばニューヨーク

からロサンゼルスに直通で行っていたのをシカゴ

経由で行けば、当然オイルも、人も、施設もかか

ることになるわけです。それから、需要に合わせ

た各種の飛行機を持たなければいけない。

そういうことから、ハブ＆スポークというシス

テムは生まれからして高コストなものです。にも

かかわらず、なぜやったかというと、高運賃が期

待できる。１つのところに集客して、運賃負担力

のある人、急いでいる人から高く取る、ゆっくり

行く人から少なく取るということができたわけで

す。従って、そのシステム、高運賃というのが壊

れた途端に、当然このハブ＆スポークにも

害が及んでくる。では、全部なくせばいい

かというと、そうもいかない。確かに、あ

る程度お客を集めてくるというのもありま

すし、今迄飛んできたところを急にやめる

わけにもいかないわけで、だんだんハブ＆

スポークも取捨選択されているという状況

です。これで実際に生産性が低下するかと

いいますと、従業員１人当たりの提供座席

数を比べますと、従業員１人当たり３，０００近

い座席数をローコストキャリアは提供する

のに対して、大手キャリアはやっと２，０００になった。

これも不思議なことで、だいたいローコストキャ

リアのほうは B７３７のような小さい飛行機を使って

いるわけですが、小さい飛行機を多く使っている

ほうの生産性が高く、大きい飛行機を含めて使っ

ているほうが生産性が低いという状態になってい

るわけです。これはハブ＆スポークが高コストを

もたらしている理由だと思われます。

では、このネットワークキャリアはどうするか。

国内は、非常な競争で、仮に収斂状態にあっても

低い運賃で安定するわけで、これから運賃が高く

なることはなかなかない。もちろん、オイルが上

がればオイルサーチャージという面で取れますが、

それはほとんど原価分で、それ以上取ると今度は

ローコストキャリアが出てきてシェアを取ってい

きますから、そうすると国内はだいたい低い運賃

安定になるわけです。そして、その唯一の出口が

国際線です。２０００年、アメリカの大手キャリアが

栄耀栄華を極めたときですが、そこでは僅かに１０

億ドル程度の黒字しか国際線では出していません。

それからずっと２００１、２００２、２００３年と赤字が出てい

ます。ただ、赤字の程度が国内線より遥かに低い。

２００４年になると、アメリカの大手企業がリストラ

をし、かなり贅肉を削いだ状況になると８億ドル、

２０００年とほぼ同等レベルの黒字を出しています。

さらに、２００５年になると１６億ドルというかつてな

い大きな黒字を国際線で出しています。２００５年に

国際線で１６億ドルの黒字を出しているにもかかわ

らず、トータル３２億ドルの赤字ですから、国内線

特 別 欄  
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では５０億ドル近い赤字が出ています。ということ

は、当然のことながら彼らは、今後、国際線に出

ていくことになります。どこかというと、一番１

人当たり運賃負担力の高いラテンアメリカ、次が

大西洋です。太平洋はといいますと、日本が一番

運賃負担力があってアメリカ企業は出たいのです

が、日本の場合は発着枠が足りないのでなかなか

来られないところであります。これからアメリカ

の大手キャリアが贅肉を削いだお陰で国際線の競

争が非常に強くなってくるのではないかと思われ

ます。

イールドの推移を見ると、２００５年は１１．７２という

のが国内線です。１２．４７がラテンアメリカ。それか

ら、国内線に迫っている１１．０７というのが大西洋。

太平洋は依然として低い。アジアのキャリアは日

本を除いて相当コストが低いので、低い。そうい

う感じになっておりまして、これからアメリカの

大手企業が出ていくのは、ローコストキャリアほ

どの熾烈な競争もない、国際線にこれからいよい

よ出てくると予想されます。そういう意味では、

国際旅行をする方にはいい時代が来るのかもしれ

ません。

最後になりますが、簡単に日本の航空利用者は

いかにひどい目に遭っているかというのを示しま

す。２００３年までですが、当時の為替レートで、そ

れから、日本はキロで出ているのでマイルに直し

てみますと、日本の大手企業の費用というのは大

体１座席１マイル当たり１５．５４です。アメリカのロ

ーコストキャリアと競争して負けているアメリカ

のキャリアは１０．０９ですから、１．５倍ぐらい日本のキ

ャリアのほうが高い。ましてやローコストキャリ

アに比べると、たぶん２倍ぐらいの差が出ると思

います。すなわち、日本の大手航空企業というの

は非常にコストが高い。

次にイールドです。いったい、１人１マイル当

たりどのぐらい運賃を払ってくれるのかといいま

すと、２００３年を見ますと、日本の国内線では、お

客が１人１マイル乗ると２３セント払ってくれます。

アメリカの場合、国内は１２セント、約半分です。

ということは、いかに日本の航空企業というのは

高い運賃水準にいるかを示しています。ちなみに、

国際線は国際競争がありますから、国際線におけ

る日本の大手航空企業のイールドも、アメリカの

国際線のイールドも極めて近くて、１２．９８対１０です。

それに対して国内線は、２２．９８対１２．１４です。ただ、

これでも規制緩和されていますから、政府の力で

はどうしようもないというのが説明だと思います。

いずれにせよ、もう少し競争政策を取らないと困

るのではないでしょうか。

競争政策はどうやったら取れるかといいますと、

アメリカと違い日本は羽田空港のほうに、厚木も

横田もありませんので、羽田空港の発着枠を新規

企業に優先的に割り当てるようなことをやらない

限り、この趨勢は変わりません。しかも、日本の

航空企業の運賃というのは、たぶん新幹線の運賃

に準拠していると思いますから、新幹線の運賃が

安くならない限り彼らは変えてこない。そうしま

すと、いつまで経っても日本の消費者は高い飛行

機に乗らざるを得ないということになるわけです。

以上、簡単にアメリカの航空産業の現状をお話

ししました。アメリカもちょうど競争が一段落と

いう状態になっています。今迄のなかでわかった

こととして、航空政策当局に我々が言っているこ

とは、アメリカは完全に規制緩和したわけですが、

規制緩和をしてもこういう状況になったわけです。

したがって、本当に競争を維持するためには規制

緩和だけではダメなのだということを示している

のだと思います。やはり新規企業が入れるように

しておかないといけない。いままでのアメリカの

航空産業を支えてきた航空経済理論に誤りがある。

すなわち、航空産業というのは規模の利益がない

だとか、自由にすればいつでもコンテスタビリテ

ィがあるのだというのは間違っていて、やはり規

模の利益がある。インフラの制限がある。だから、

新規企業をいつも優先するようなシステムを用意

しておかない限り、寡占化、そして極めて強烈な

運賃格差といいますか、負担力に応じて運賃をつ

けるシステムというのが残ってくると思います。

どうもありがとうございました。
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はじめに

企業活動は、ステークホルダーとの双方向の対

話の中で鍛えられ、向上するものだという認識が

社会で共有されつつあります。当社でも CSR推進

担当部署が「ステークホルダーリレーションズマ

ネジメント・調査グループ」という名称を持って

おり、その重要性を認識しています。社会の持続

可能性の達成に貢献する存在でなければ、企業自

身の持続可能性は達成されないという基本的な考

え方のもとで、取り組みを展開し継続的な改善を

図ってまいります。

�．「安全が全てに優先する」
２００４年以降「安全・環境報告書」を CSRレポー

トとして発行していますが、発行当初から当社の

経営理念の第一に掲げている「安全」に重点をお

いています。「企業の社会的責任」（CSR：Corporate

Social Responsibility）への関心が高まり、経済・環

境・社会などのはば広い側面で企業市民としての

行動が求められるようになってきています。当社

でも社会の一員としての責任を認識し、多様なス

テークホルダーとの関係を意識した活動を行って

います。そのなかにあってもあくまで「安全」に

強くこだわるのは、そのことによって当社の従業

員と業務に携わる関係者がより一層安全に対して

高い意識を持つことにつながるからです。

当社の主要事業は海運業と不動産業です。海上

輸送は我が国の輸出入貨物量の９９％以上を占めて

います。当社も独自の価値を創造することを追及

し、日本の産業に不可欠な輸送サービスを提供し

てきました。また、不動産業では、東京都心に快

適なオフィス空間を提供し、「人にやすらぎを与え

る空間づくり」に携わり、生み出した価値をステ

ークホルダーに適切に配分することに努めており

ます。

「安全」は平時にはあまり意識されませんが、一

度損なわれるとその重要性が改めて認識されると

いう特徴を持っています。これは多くの人命を預

かるビル賃貸事業でも同様です。

�．「サステナビリティ・ビジョン実現に向けた
ISOの活用」

当社では、品質、健康、安全、保安、環境に関する

方針を定め、マネジメントシステムを確立して目

標の達成と活動の継続的改善を目指しています。

PDCA（Plan�Do�Check�Action）というマネジメン

トサイクルは ISO９００１や１４００１にも定められていま

すが、マネジメントの基本的な考え方です。ISO

の規格に定められた特別なものとは考えておらず、

企業統治の基盤として整備・活用しています。国

際的な規格認証では海運業の主要子会社イイノマ

リンサービス�が１９９４年に ISMコードおよび ISO

９００２の認証を取得、２００２年に ISO９００１、１４００１で先

行取得しましたが、２００４年に当社でも ISO９００１、

１４００１の統合認証を海上運送業で、２００５年にはビル

賃貸業に範囲を拡大して取得しました。さらに不

動産業の主要子会社でビル管理会社のイイノ・ビ

ルテック�も両方の認証を受け、本体および主要
子会社の全般でマネジメントシステムを確立して

いることが当社の特徴のひとつです。

財務的目標と社会的目標の達成を両立させ、当

社を取り巻くリスクを適切にマネジメントするこ

とを、統合的なマネジメントシステムによって実

現します。このマネジメントシステムの運用を通

「飯野海運グループの
CSR活動について」

飯野海運株式会社 ステークホルダーリレーションズマネジメント・
調査グループ 安全環境室長 鈴木康昭

ＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣ
ＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳＳ
ＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲＲ
ココココココココココココココココココココ
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
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ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
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じて、ステークホルダーへの十分な配慮、法令・

社会的規範の遵守、人的資源の活用を行うことに

よって、経営理念を実践することが、私たちに課

せられた使命であると認識しています。

�．コーポレートガバナンスに関する基本的な考
え方

当社グループは、コーポレートガバナンスを「企

業を構成する様々な主体（ステークホルダー）間

の利害を調整し、効率的な企業活動を実現するた

めの枠組み」と考えています。そのため、取締役

会をはじめとする各経営組織における意思決定お

よび業務の執行については、法の定める趣旨、株

主、従業員およびその他のステークホルダーとの

関係に配慮し、常に最良の経営成果をあげられる

よう不断の努力を重ねています。

当社は、取締役会および監査役会により、業務

執行の監督および監査を行っています。重要事項

の決定、取締役の業務執行の監督を行うために原

則として毎月１回定例取締役会を開催し、また社

外監査役２名を含む監査役４名で構成される定例

監査役会を原則として毎月１回開催するとともに、

会計監査人、監査役、代表取締役社長直属の内部

監査室が相互に連携して監査に当たるいわゆる三

様監査体制をとっています。

さらにグループ会社社長も構成メンバーとする

コンプライアンス委員会、安全環境委員会、品質

・システム委員会からなる三委員会体制に基づき、

当社グループ全体のリスク管理の徹底を図ってい

ます。

�．リスクマネジメント体制（平常時と緊急時）
� 平常時のリスクマネジメント体制

当社グループでは、コーポレートガバナンス

の体制として三委員会体制をとっており、これ

が平常時のリスクマネジメントの体制にもなっ

ています。

法務（コンプライアンス）リスクについてはコ

ンプライアンス委員会が、情報システムリスク

・事務リスクについては品質・システム委員会

が担当し、ハザードリスク全般については安全

イイノ・ビルテック�安全衛生委員会
委員長：イイノ・ビルテック�社長
事務局：イイノ・ビルテック�安全衛生推進

者
目 的：安全衛生管理活動の円滑な推進

経営執行協議会

議 長：社長
事務局：企画グループ
目 的：取締役会付議・報告事項の審議、代

表取締役の業務執行に関する重要事
項の審議、経営に関する意見交換・
情報交換

コンプライアンス委員会

委員長：SRM・調査グループ担当取締役
事務局：SRM・調査グループ法務・保険チーム
目 的：グループのコンプライアンスに係る

政策立案と推進

情報セキュリティ委員会

委員長：企画グループ担当取締役
事務局：飯野システム�
目 的：グループの情報資産の保全管理の徹

底・強化

船舶安全対策委員会

委員長：イイノマリンサービス�社長
事務局：イイノマリンサービス�海務部
目 的：海難防止対策、安全運航対策の検討

安全環境委員会

委員長：社長
事務局：SRM・調査グループ安全環境室
目 的：グループの安全・環境に係る政策立

案と推進

品質・システム委員会

委員長：企画グループ担当取締役
事務局：企画グループ
目 的：グループのシステム・事務に係る政

策立案と推進

〈法務（コンプライアンス）リスク〉 〈ハザードリスク全般〉 〈情報システムリスク・事務リスク〉
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環境委員会が担当して、効果的なリスクマネジ

メント政策の立案と対応推進を遂行しています。

各員会には関連する関係会社社長もメンバー

として参画しており、また、各委員会の傘下に

は関連する主要関係会社の委員会を設置してい

ます。

� 緊急時の危機管理体制

当社グループにおいては、緊急事態発生時に

は、社長を本部長とする緊急対策本部を設置し

て対応します。上図のように緊急対策本部の設

置基準を設定しておき、重大な緊急事態発生時

には速やかに緊急対策本部を設置し、迅速に適

切な対応行動を取り、被害の最小化と早期の事

業復旧ができるよう危機管理体制を整備してい

ます。

また、緊急対策本部はグループ各社個々では

なく、各社が連携しグループとして一体的な体

制として設置します。なお、本部長は各社の社

長とするとともに、社長不在時の代行順位を定

めています。

�．安全環境会計の考え方
当社では２００３年度から独自の考え方による安全

・環境会計を集計・発表しています。コスト対効

果を分析し、効果的な施策実施につなげるととも

に、安全・環境情報を統合的に表現し開示するこ

とが狙いです。安全会計は、事故の「回避」「予防」、

損失「軽減」に取り組むことにより、リスク「保

有」や「保険による移転」によるロスの縮小を目

指しています。環境会計は、「環境保全」や「環境

評価」に取り組むことで、当社が負担する「内部

負担環境ロス」と社会が負担する「外部負担環境

ロス」の低減を目指しています。

おわりに

本文は本年９月末発行予定の「安全・環境報告

書２００６」をもとに作成しました。

当社グループの CSR取り組み詳細に関しまして

は、以下ウェブサイトをご参照下さい。

http：��www.iino.co.jp�kaiun�ir�anzen.html

����������������������������������������������������
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
� ���������������������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

☆せんきょうCSRキャンペーン☆
近年、海運業界のみならず各企業においてCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）への
取組み・重要性が高まりつつあります。この現状を踏まえ、当協会では会員企業各社におけるCSR活動の参考とな
ることを目的に、取組み実態アンケートを行うとともに、本誌上にて先進的に対応する企業等の事例をご紹介して
います。（次回は新和海運株式会社の予定）
＜これまでの記事とこれからの予定＞
２００６年５月号 CSRに関する当協会会員アンケート結果
同 ６月号 株式会社商船三井 同 ９月号 飯野海運株式会社
同 ７月号 日本郵船株式会社 同 １０月号 新和海運株式会社
同 ８月号 川崎汽船株式会社 同 １１月号 日本経済団体連合会

飯野海運�緊急対策本部
本 部 長：社長
事 務 局：SRM・調査グループ
設置基準：重大な緊急事態発生時・大規模自

然災害、重大な海難事故・ビル事故
・情報システム事故発生等

イイノマリンサービス�
緊急対策本部
本 部 長：イイノマリンサービス�社長
設置基準：海難事故発生時・漏油・ケミカル

による海洋汚染、衝突、座礁事故、
火災、機関故障、緊急傷病、死亡
者・行方不明者発生時

飯野システム�
緊急対策本部
本 部 長：飯野システム�社長
設置基準：大きな情報システム事故発生時・

情報システムを介しての重要情報
の漏洩発生時、半日以上の情報シ
ステムの停止見込み時

イイノ・ビルテック�
緊急対策本部
本 部 長：イイノ・ビルテック�社長
事 務 局：イイノ・ビルテック�総務・業務

部総務担当
設置基準：大きなビル事故発生時・火災・水

災・漏水・その他事故によるビル
利用者など人的被害、テナント財
産・貸室・建物設備の毀損時

※飯野海運グループ全体の
緊急対策本部を兼ねる。

※上記設置基準に拘らず、本部長の判断により各対策本部の設置・廃止を決定できる。

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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紹 
介 

船 
の 
ほくれん丸�川崎近海汽船株式会社

�船の主要データ�
１）船 名：ほくれん丸

２）総トン数：１３，９５０G�T
３）全 長：１７３．３ｍ

４） 幅 ：２６．６ｍ

５）航海速力：２３．５ノット

６）建 造：２００６年６月

７）船 種：ロールオン・ロールオフ貨物船

四層甲板貨物船

（乗用車甲板含む）

８）就航航路：釧路～日立

�本船の特徴�

船型大型化で積載台数アップ

１２ｍシャーシ換算で１３０台、これ以外

に乗用車（商品乗用車）６４台を積載可

能。（旧ほくれん丸の台数：１２ｍシャー

シ－１００台、乗用車－なし）また、ドラ

イバー用の居住区を１２人分設置し、乗

組員を合わせた最大人員は２８名となっています。

安定性の向上

本船装備として、積荷の航海中の安定性を重視

し、RORO船として初めてフィンスタビライザーと

アンチローリングタンクの両方を搭載、航海中の

波浪による影響を低減し、安定性を大幅に高めて

その�

▲Ａ甲板
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います。また、ビルジキールを拡幅し１m程度に

大型化することで横揺れを防止します。さらに安

定性向上のため、RRS（Rudder Roll Stabilizer）と

呼ばれる『船体動揺低減装置』を設置し、船体の

傾きを自動的に制御する最新装備を取り入れまし

た。

安全性の向上等

電子海図をはじめ、操船性を向上させるため、

ブリッジにはワンマンコントロールを可能にする

ジョイスティック（操船装置）を装備し、エンジ

ン出力、舵およびスラスターの３操作をこのジョ

イスティック１つで操作し、それぞれ自動で計算

し、同時に制御することで高い操船性能を実現し

ました。また、従来から装備したAIS（船舶自動織

別装置）に加え、GPSによるサテライトコンパス

で通常のジャイロを補完するとともに、オートパ

イロット機能を備えるなど、最新の計器類を全般

的に網羅しています。

環境対応型・燃費改善

本船には、最新のバイオ技術による生ごみ処理

装置などの環境対応の装備がされています。

また、主機には、２サイ

クルエンジンを採用し、潤

滑油使用量の削減を図れる

「アルファ注油システム」

を装備しています。さらに、

プロペラは省エネ型の可変

ピッチプロペラ（CPP）を

装備し、当社として初めて

PBCF（プロペラボスキャッ

プフィン）を取りつけ、省

エネを追求しました。

�船の生い立ち�
荷主の要望に最大限応じ

るため、荷役設備の改善や

航海の安全性向上を図り、最新鋭の航海計器、操

船装置を装備し、同船種に求められる安定性を格

段に向上した新『ほくれん丸』が、２００６年６月に

リプレースされ、就航いたしました。ここに、新

『ほくれん丸』としての新たなページの第一歩を

踏み出しました。旧『ほくれん丸』の誕生の背景

は、１９９２年（平成４年）、ホクレン農業共同組合連

合会が、将来生乳の道外への移出量が急増するこ

とを予想、「高速貨物船による安定的かつコスト競

争力のある生乳輸送」の実現に向け検討を始め、

当時の主要船社１０数社が輸送方法の提案を求めら

れました。最終的に当社の案（ロールオン・ロー

ルオフ荷役方式等）が採用され、今治造船株式会

社に建造発注し、１９９３年７月に「ほくれん丸」が

誕生しました。

また、同年にモーダルシフト（トラックから海

上、鉄道輸送への転換）が提唱され、時を同じく

して、北海道から首都圏へ新鮮な生乳を高速船で

輸送する、モーダルシフトを実践する最適船とな

りました。

�これまでの貨物・航路や現在の活躍状況�
～道東�首都圏を毎日結ぶ

海の超高速サービス～

RORO船として、高速２３．５ノットの「ほくれん

▲日立港に接岸した本船
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丸」が２日に１便体制の定

期発着により、釧路�日立
間を２０時間で結び、集荷か

ら３日目配送を可能にしま

した。また、同型第２船「第

二ほくれん丸」が１９９７年に

就航し、２隻体制によるデ

イリー運航が開始され、こ

れまで以上に顧客のニーズ

に対応した輸送体制が確立

しました。

本船は、釧路から日立向

けに、生乳（牛乳）輸送を

主体とし、生鮮野菜、果物、

畜産品、鮮魚、紙製品、木

材製品を輸送し、日立から釧路向けに、一般雑貨、

商品乗用車、建設機械、故紙等の輸送を行ってお

ります。

�ほくれん丸エピソード�

方向がわからない？！

釧路も日立も『霧』の名所のため、天気の悪い

日や夜間など、ふと『今日はどっちに向いて走っ

ているんだ？』という質問（冗談！）が乗組員の

間で、交わされることもあるそうです。大概は陸

地の見えるところが『西』になるのですが。

三等航海士Ｍさんの手記

入社して２年たった頃の思い出です。

三陸沖の濃霧時期に入ると、視界は当然制限さ

れるので、気持ちも晴れ晴れしません。そんな時、

気持ちを少しでも明るくしようと自分の部屋で「花」

を育て始めたことがありました。毎朝水をやり、

弱ってくれば栄養剤を補給

し、大時化の時にはしっか

り固縛して大事に大事に育

てていましたが、下船日が

決定した時にはうれしさの

あまり、花のことはすっか

り忘れており、船に残した

まま下船してしまいました。

手塩にかけて育てた花は未

だに行方知れずです。

���������������������������

▲流氷の中を航行、物資を運搬。写真のように流氷が釧路港内を埋めつくすことも
あります

�流氷の釧路港に接岸風景。
本船ランプウェイが岸壁に向かっ
て降りていくところ。流氷でこれ
以上岸に近寄れません（ブリッジ
より岸壁を望む）



《特別ゼミナール》

モノを船で運ぶには？～自動車輸送の流れ（個人編）～

当協会には日々個人の方からも多くのお問い合わせが寄せられます。その中で「自動車を海
外へ運ぶにはどうすればよいか？」というお問合せもよく受けます。どこに問い合わせてどう
やって手続きをしたらよいかよくわからない。海上輸送だから、とりあえず船会社を紹介して
もらおうか……」というものが多々。そこで、今回はそんな素朴で身近な疑問を解明すべく、
主に個人が扱う少量の自動車はどうやって海外へ輸送されるのか現況を調べてみました。今回
は、個人の車の輸出に焦点をあてていますが、モノが船で運ばれる過程の一端に触れていただ
けると思います。

《窓 口》

まず、「どこに問い合わせたらよいのでしょう？」という素朴な疑問についてです。ズバリそれは

車を輸出したい人が、どこまでのサービスを求めるかにより様々な窓口があります。関係手続きは、

全て自分で行ってシンプルに“港～港”をお願いしたい場合であれば各船会社の窓口となる�「海
運代理店」さん、輸出通関や船積み手続きも依頼する場合には�「通関業者（海貨業者）」さん、現
地の輸入通関や現地指定先までの運送もお願いしたい、いわゆる“Door to Door”の場合は�「複合
一貫輸送業者」さんへ問い合わせるのが近道です。受けるサービスも費用もこの順で広がってきま

す。�～�を兼業されている場合も多々あります。また、夫々の業者さんには業務上つながりがあ
りますから、問合せ先が輸出者の求めるサービスを提供していなくとも、関係業者さんを紹介して

もらえることがあります。これら業者さんはインターネットで検索して探すこともできます。

費用は、求めるサービスにより様々です。サービスの名称は業者さんによって様々ですが、海上

運賃関係費用、通関料、引き取り関係費用、倉庫関係費用、コンテナ運搬関係費用、任意保険費用、

検査に関する取り扱い関係費用、書類作成手数料、現地通関関係費用、現地運搬関係費用などから

成ります。

《どんな船で輸送されるの？》

輸送は概ね、自動車を運転したまま積み下ろしできる自動車専用船で輸送される場合と、コンテ

ナの中に自動車を積み込んでコンテナ船で輸送される場合とがあります。前者は後者に比べて料金

▲自動車専用船に積載される自動車（本画像は新車です） ▲コンテナに積載される自動車
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的にはリーズナブルとのことですが、スペースがなかなか確保出来ず期日指定は困難とのことです。

ちなみにコンテナの場合、２０ftコンテナ（６ｍ、一般にコンテナ積載能力の目安となる‘１TEU’に相
当）には１台、４０ftコンテナ（１２ｍ）には２台（コンパクトカーなどは３～４台程度）積むことがで
きるそうです。

《必要な通関手続き》

自動車に限らず物を日本から海外へ輸送する場合には「通関」の手続きをしなければなりません。

特に夏休みの時期など、ちょっとした休暇が取れると海外旅行に出かける方も多いのではないかと

思います。その際国内外の空港で接するものの１つが「税関」ではないでしょうか。

２００５年７月１日より、自動車を日本国外へ輸送する場合は、たとえ個人の引越しに伴う輸出であ

っても、「業務通関」という企業が貿易を行うときと同様の手続きをすることとなっています。２００５

年の６月末迄は、海外引越のケースでは別送の付随物として「旅具通関」という比較的簡易な手続

きで行われていましたが、法改正により自動車については「旅具通関」は出来なくなりました。こ

れは盗難車の不正輸出に対する取締りの強化に伴うものです。個人が輸出する場合にも業務の場合

と同じ手続きとなり、また一方で、環境面から中古車の輸入を受け入れない国もあるため、現況は、

個人で自動車を国外に輸送することは手続きや現地調査など容易ではないようです。実際、個人で

の輸送実績は多くはなく、業者さんによっては取引のうち、個人はせいぜい数％ではないか、との

ことです。その一方、この種の輸送を得意とする業者さんもある、とのことです。

《輸送の流れ》

それでは実際には、どのようにして個人の車は輸送されていくのか？ 個人で自分の自動車を海

外へ輸送する際の流れを教えていただきました。

�．輸出者が必要書類を準備（または通関業者に依頼）する
� 自分の居住地の管轄の国土交通省地方運輸局に自動車登録抹消の申請をして、「輸出予定届出
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証明書」もしくは「輸出抹消仮登録証明書」という書類を発行（輸出予定日より遡り最高で６

ヶ月間発行可能）してもらいます。

� 通関等の際の荷物に関する INVOICE（送り状）を作成（または通関業者さんに依頼）する。
� 中古車を買って輸出する場合など、申告時に自分名義（輸出申告者名）の自動車でない場合、

「輸出予定届出証明書」記載内容部分の証明書記載事項の「一時抹消中所有者」欄に申告者名

が記載されることによる、自動車と所有者の整合性（つまり同一であること）が求められます。

�．船会社へ船積予約（または業者さんに船積予約を依頼）する。
�１．と併行して行います。

�．自動車を発送する港（仕出港）の保税蔵置場（港にある保税倉庫等保税地域）に搬入する。抹
消済みなので仮ナンバーで自走してくるか、トラックで運んでもらう。（通関手続きするものは全

て保税地域に保管しなければなりません）

�．税関に輸出申告を行う（通関業者さんに依頼する）
�通関業者に依頼すると許可申請は Sea�NACCS（海上貨物通関情報処理システム）と呼ばれる税
関と通関業者および船会社、倉庫会社等の業者をつないだシステムで行われます。また、同シ

▲通関書類の作成 ▲Sea�NACCSでのデータ入力

�Sea�NACCS入力
画面（Sample）
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ステムで輸出許可が通知されます。

�車の場合通関業者は輸出する自動車のデータをあらかじめ Sea�NACCSに入力しておき（輸出自
動車情報登録）、結果通知書に記載された No．を使って正式な申告（輸出申告事項登録）を行い
ます。

�．税関より輸出許可が下りたら、自動車コンテナ詰め作業（バンニング）または搬入を行う
�税関では検査や書類審査、盗難車でな
いことの照会・確認等を行い（最低丸

１日要している）、許可すると、「輸出

許可通知書」を通知します。

�輸出者（の委託を受けた海貨業者）は
許可を確認後、自動車のコンテナ詰め

を行い、船会社の CY（コンテナヤード：
コンテナの保管場所）に搬入します。

自動車専用船の場合は TRS（Terminal
Receive Service：前受け場所）へ搬入、
TRSがない場合には本船当日船側出し
となります。

�．本船へ積込、仕向地（港：輸出先国）へ向けて出港
�船会社は、各国到着後引取の際に必要となる船荷証券（B�L）を発行します。

�．送り先の国の港へ到着、同じく各国の保税蔵置場へ搬入、現地国諸所手続きへ

《業者さんのアドバイス》

�現地港にまで運んだものの、その国の法律や規制によって自動車がその国に輸入できなかったり、
高額な関税・諸手続き費用がかかり現地調達の方が割安なケースも多いため、まずは自ら輸出先

の調査等事前準備をしっかり行って検討することが大切です。

�通関の検査でインボイス（送り状）と内容が異なると輸出許可が下りません。たとえば、トラン
ク内にインボイスに記載の無いものが入っていたりすることがあります。もちろん許可は下りま

せん。また、ガソリンは多少の距離を走れる程度入れておくことが出来ます。

�盗難警報機は外してください。コンテナ詰め後に鳴ることがあります。様々な荷物を詰めたコン
テナが並ぶ中では、何が鳴っているかの判断がつきません。

�居住地の運輸局でご用意いただく「輸出予定届出証明書」記載の輸出予定日は、最高期間の６ヶ
月（後）で申請していただくことをお勧めします。手続き中に輸出予定期間を過ぎてしまうと税

関からの許可が下りないので再申請することになってしまいます。

★その他の輸送方法 ～レースに出場する車等の輸出は？（ATAカルネ）～★

通常の輸出手続のほか、旅行やビジネスで一時的に自家用車を国外へ輸送する場合には、有

効期限内（最長１年）の再輸入を前提として ATAカルネ（通関手帳）を利用する方法がありま
す。

これは ATA条約（物品の一時輸入のための通関手帳に関する条約）という国際条約に基づき、
職業用具、商品見本、展示会への出品物などの物品を加盟国へ一時的に持ち込む場合、カルネ

▲ホイールにキズがつかないようにして、しっかり固定
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を発行してもらい利用すると税関で免税扱いの一時輸入通関が手軽にできるというものだそう

です。現在６３の国と地域で利用が可能とのことです（各国によって利用状況は異なります）。

ATAカルネの詳細については、
（社）日本商事仲裁協会

http：��www.jcaa.or.jp�carnet�j�c�index.htmlをご参照ください。

＊ ＊ ＊

個人による国外への自動車輸送は車の輸出全体から見ると割合は、とても小さいようです。それ

だけ、情報量が少ないということでしょうか。本稿で個人の自動車が船で運ばれる過程を垣間見て

いただくことができましたら幸甚です。車を輸出しよう、という方は事前にいろいろ調べてみてく

ださいね。

（総務部：�橋・長嶋）
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〈インフォメーション・問い合わせ先〉

＊Sea�NACCSについては
（独）通関情報処理センター

http：��www.naccs.go.jp�index.html

＊輸出入については

財務省関税局（税関）

http：��www.customs.go.jp�index.htm
税関の自動車輸出入に関するインフォメーションについては

http：��www.customs.go.jp�tetsuzuki�c�answer�extsukan�ippan�006extsukan5006_jr.htm

＊通関業者の団体

（社）日本通関業連合会

http：��www.tsukangyo.or.jp�

＊国際通運業（国際複合運送事業者）の団体

（社）インターナショナルフレイトフォワダーズ協会

http：��www.jiffa.or.jp�index.html

＊貿易のしくみ等については

（独）日本貿易振興機構（JETRO）
http：��www.jetro.go.jp�indexj.html

※本稿作成にあたり、旭運輸�、アポロマリン�、�ジャパンエキスプレスのご担当の皆様より様
々なご助言・ご協力を頂きました。この場をお借りして厚く御礼申し上げます。
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Final file

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

名 称：The Baltic Exchange（ボルチック（海運）取引所）
所在地：38St Mary Axe, London, EC3A8BH, United Kingdom

Tel : + 44(0)�20�7623�5501 FAX : +44(0)�20�7369�1622
HP : http :��www.balticexchange.com�

加 盟：世界４５ヶ国５２０社、１６００人の代表（２００４年４月現在）
会 長：Mr.Anthony Cooke（任期は２年間）

海上輸送の船積運賃取引を行う取引所。積み荷を求めている世界中の船舶と、輸送のための船
舶を求めている世界中の貨物（主としてばら積み貨物）を結び付ける業務を行う。また船主とオ
ペレーター（運航業者）との間での定期用船契約※１や船舶の売買の仲介なども行う。
その会員は取引主体（用船主、船主等）、ブローカーのほか、金融機関、海事弁護士、専門家、

保険や関連団体など多岐におよぶ。法人会員５２０社のうち、約４００社は英国の企業である。The
Baltic Exchange Limited（“The Company”）により１２～１５名の取締役、１２名までの選出され
た株主（会員会社が主）、３名までの選出された取引所メンバー（株主である必要はなし）により
構成される取締役会で運営されている。
ロンドンの金融街シティにあった商人や船主が集うVirginia and Baltic Coffee Houseを起

源とし、１８２３年、海運市場取引に対する規則を構築する委員会が形成され、現在の取引所の原点
となった。１８５７年にはThe Baltic Company Limited（ボルチック社）が設立され、１９００年には
ライバル市場だったThe London Shipping Exchange等と合併。１９８５年には世界初の運賃先物
取引（FFAs）市場がスタート、また初の船積運賃の市場指標であるBaltic Freight Index がス
タートした。現在、海運市況の代表的指標であるBDI（Baltic Exchange Dry Index：総合運賃
指数、不定期船※２運賃のベンチマーク）をはじめとする４３もの指標を毎日発行し、日々のマーケ
ット情報を伝えている。
※１ 貸渡業者（船舶所有者＝船主）が所有する船舶に船員を配乗して、用船者（借り主）に一定期間貸渡す契約であ

り、船長およびその他の乗組員を用船者の指揮命令下に置くこと。用船者は一定額の用船料を支払い、船舶所有者
は船員の配乗を始め、修繕、船用品の調達などの船舶管理責任を負う。

※２ 特定の航路を定めずに、貨物の有無により不定期に運航される船舶

�������������������������������������������
一口メモ～市場における海上運賃の変動要因

日々変動する海運市況。その要因として、以下のようなものがあげられます。
�船舶の市場への供給量（新造船・解撤船のバランス）
�物資の需給状況（荷動き状況）
�季節的な圧力（気象・天候による影響をうける）
�燃料油価格（船舶の運航コストのうち１�４～１�３は燃料油にかかるため）
�（航路の）要衝の要因－海峡、運河、重要水路の状況（紛争やテロ、船舶輻輳航路での衝突な
どでこれらが閉鎖となると、供給ルート等に変化が起こるため）

�市場の動向（マーケットによる先読みが実際の需給に影響する）

国際海事World～Web から～は海運に関係のある国際的な海事機関・団体等のHPにアクセスし内容をご紹介していくコーナー
です。掲載内容以外の情報につきましては各機関にお問合せください。このコーナーは今回で最終回となります。ご覧頂きまし
てありがとうございました。 （コーナー担当：総務部・長嶋）

国際海事World～Webから～
ボルチック（海運）取引所
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ベビーブーマー（米国版団塊の世代）

WWaasshhiinnggttoonn便便りり

去る７月６日にブッシュ大統領は、６０歳の誕生

日を迎えました。冒頭から私事で恐縮ですが、実

は私も大統領と同じ１９４６年の生まれで、この１１月

には６０歳の大台に乗ります。ご参考までに、同じ

１９４６年に生まれた日本の有名人は、例えば芸能界

で言えば、市川団十郎、堺正章、美川憲一、大原

麗子、倍賞美津子、吉田拓郎といった人々です。

目を米国に転じると、１９４６年生まれには、映画人

では、シルベスター・スターローン、トミー・リ

ー・ジョーンズ、ライザ・ミネリ、ファラ・フォ

ーセット、スティーブン・スピルバーグ、オリバ

ー・ストーンといった人々がいます。しかし何と

言っても、１９４６年を有名にしたのは、米国の前大

統領ビル・クリントン、現大統領のジョージ・Ｗ

・ブッシュが共にこの年の生まれだからでしょう。

日本のいわゆる団塊の世代は、１９４７年から１９５０年

生まれを指しますので、米国のベビーブーマーも

同じような年代だろうと思う方が多いかもしれま

せんが、米国のベビーブームは、日本よりははる

かに長期間続いたので、米国ではこの１９４６年から

１９６４年までの１８年間に生まれた人々をベビーブー

マーと呼びます。米国では、第二次大戦が終り、

兵士が帰還した１９４６年には、前年に比べ２０％以上

も多い３５０万人の赤ちゃんが生まれ、本格的なベビ

ーブームが始まりました。２００３年の推計ですが、

米国のベビーブーマーの人口は約７７００万人、全人

口の３７％を占めております。

ベビーブーマーは当然のことながら、現在の米

国社会では極めて支配的な地位を占めており、５０

州の知事の内４１州、上院議員の５０％、下院議員の

６３％がベビーブーマーで占められております。

しかし、１９４６年から１９６４年の１８年間といっても、

１９４６年は、豊かな米国もテレビ放送が始まったば

かりで、まだ第二次大戦の余波はいくらでも残っ

ていました。一方１９６４年といえば、米国は既にベ

トナム戦争に突入しており、多くの若者は、英国

生まれの The Beatlesに熱狂的していた時代です。

従って年代によって、育った生活環境や価値観も

異なるこの１８年間に生まれた人々を、一律にベビ

ーブーマーとひとくくりにするのは、無理がある

ようです。米国でも戦争直後の１９４６年から１９５０年に

生まれた人々を Early Baby Boomerと呼んで、他

のベビーブーマーと区別することもあるようです。

私が日頃仕事で付き合っている米国人にも、私と

同年代のEarly Boomerが多数おりますが、彼らに自

分達の年代を象徴するものは何かと尋ねますと、

多くの人達が、ベトナム戦争、兵役拒否、反体制

運動、ヒッピー、ウッドストック音楽祭、マリフ

ァナ、ビートルズと答えます。日本であれば、さ

しずめ全共闘運動、反戦フォークソングあるいは

少し時代が下がって神田川と言ったところでしょ

うか。そのベビーブーマー達が、今や米国でも日

本でも彼らが否定した体制の中枢を占めているこ

とは間違いありません。

日本では、「団塊の世代」が定年年齢を迎え、社

会・経済に様々な影響が出ると予想される「２００７

年問題」が、最近脚光を浴びておりますが、米国

の Early Baby Boomer（以下ブーマー）は何に関心

を持ち、日本の「団塊世代」とは、何が共通で何

が違うのでしょうか？ このような視点から、米

国のブーマー達の事を調べてみますと、さすがに

情報大国の米国、余りの情報の多さにびっくりし

ます。ブーマーを対象としたウェブサイトは無数

にありますが、大きく分けて過ぎ去った過去を懐
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かしむもの（昔のおもちゃ、食べ物、音楽、映画、

テレビ・ラジオ番組、ドライブインシアター等）

と、現在のブーマー達が関心を持つ項目に焦点を

あてたものがあるようです。本稿では、後者の方

を紹介したいのですが、限られた紙面ではごく一

部しか紹介できないのが残念です。

現役からの引退を数年後に控えて、米国のブー

マーも日本の団塊世代も、関心を持つ項目は極め

て共通しているのは興味深いものがあります。ブ

ーマー向けの雑誌やウェブサイトを見ると、ライ

フスタイル、財テク、住宅、IT、旅行、グルメ、ガ

ーデニングとお馴染みの話題が多いのですが、何

が彼等の最大の関心事かといえば、やはり「健康」

に関する話題に行き着くようです。

ブッシュ大統領が４０歳で断酒し、現在は健康そ

のもので毎朝５時半起床、７時には仕事を開始す

ることはよく知られています。ちなみに彼は１８２�、
８９�といいますから、若干太り気味かもしれませ
ん。しかし、毎日ジムで体を鍛えているので、平

常時の脈拍４７、コレステロール値１７８、体脂肪率１６

％と言われており、これは、同年代の平均をはる

かに上回る健康体です。大統領に限らず、ブーマ

ーにとって、引退後の健康をいかに維持・改善す

るかは大きな問題です。日本でも団塊世代の同窓

会・クラス会の最大の話題は、病気と健康と言い

ますから、洋の東西を問わず、関心を持つことは

同じです。昨年の米国政府統計では、５５歳から６４

歳の年代では、２人に１人が高血圧、５人に２人

が肥満となっておりますから、日本よりも事態は

深刻かもしれません。ブーマーを対象としたウェ

ブサイトで、私が出会った健康に関する質問の一

端は、次のようなものです。

正しいサプリメントの取り方

海外旅行中の食生活

禁煙（嫌煙大国の米国でもブーマーの３１～３８

％はまだタバコを吸っています。）

スポーツクラブを長続きさせるには

老眼鏡の選び方

年齢に合った減量法

賢い医療保険のかけ方

ヨガ・気功・東洋医学の効果

アンチエイジング（現在米国の５０代の女性人

口は２０００万人と言われて

おります。）

精力回復（バイアグラ・レヴィトラを超える

新薬は？）

こうして見ると、米国のブーマーも日本の団塊

も同じ悩みを持っていることが分ります。しかし、

現在の日本では定年後の生活も、最近は「熟年離

婚」、「老親の介護」「年金制度の破綻」と言った、

どちらかと言えば暗い側面に焦点をあててとらえ

る事が多いのに比べ、米国では、Happy Retirement

という言葉に象徴されるように、引退後の生活を

人生で最もばら色の時代と肯定的にとらえる傾向

が強いように思われます。もちろん米国も日本と

同じような問題を抱えていることはあるのでしょ

うが、離婚は熟年に限らず日常茶飯事、子供との

同居も少なく老後は老人ホームに移り、物事を全

てポジティブにとらえる米国社会の特徴がこのよ

うな違いを生むのでしょうか。

（北米地区事務局ワシントン事務所長

牧野 直成）

▲走るブッシュ大統領（ホワイトハウスのHPより）
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４
日
国土交通省は、２００７年度予算の概算要求の骨

子となる「国土交通省重点施策」を発表した。

海運関係では、「スーパー中枢港湾プロジェク

トの充実と深化」「日本籍船倍増計画」等が盛

り込まれた。

４
日
オーストラリア政府は、外航船社間協定の独

占禁止法適用除外制度を定めた「１９７４年取引

慣行法」第１０章（PartＸ）見直しの検討結果を

発表し、条件付で存続（制度維持）が認めら

れることとなった。

８
日
国土交通省とルーマニア交通建設観光省は、

日本船に配乗するルーマニア人の海技資格証

明書を承認する取り決めを締結した。これに

よりルーマニアの海技資格証明書保有者が日

本の承認試験に合格すれば、職員として日本

籍の国際船舶に乗り込むことが可能となった。

外国人の海技資格証明書を承認するのは８ヶ

国目となる。

１１
日
社会保険庁は、船員保険事業の適切な運営を

図ることを目的とした「船員保険事業運営懇

談会（座長：岩村正彦・東京大学大学院教授）」

の第２回会合を開催した。

２１
日
アジアを中心とする国際物流の基盤整備を官

民あげて推進するための「国際物流競争力パ

ートナーシップ会議」第１回会合が開催され

た。

２９
日
国土交通省は、外航分野のトン数標準税制創

設などが盛り込まれた平成１９年度税制改正要

望事項を発表した。

２９
日
国土交通省は、平成１９年度予算概算要求内容

を発表した。海運関係では、スーパー中枢港

湾プロジェクトの充実と深化に５２４億円（国費）

等が盛り込まれた。

３１
日
国土交通省は、日本の船員教育制度や体制の

あり方について検討する「船員教育のあり方

に関する検討会（座長：宮下國生・大阪産業

大学教授）」外航部会の第２回会合を開催した。

２２００００６６年年
88月月

28●せんきょう Sept 2006



公布法令（８月）

� 海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部

を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備

に関する政令（政令第２７７号、平成１８年８月１８

日公布、平成１８年１０月１日施行）

� 特定外貿埠頭の管理運営に関する法律施行令

（政令第２７８号、平成１８年８月１８日公布、平成

１８年１０月１日施行）

国際会議の予定（１０月）

会議名：IMO第５５回海洋環境保護委員会（MEPC

５５）

日 程：１０月９日～１３日

場 所：ロンドン

会議名：IMO第９２回法律委員会（LEG９２）

日 程：１０月１６日～２０日

場 所：パリ

会議名：１９９２年 IOPC基金第１１回総会等

日 程：１０月２３日～２７日

場 所：ロンドン

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年８月
９
１０
１１
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５２，１０９
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２

５，２２１
５，９２５
５，９１０
５，９１５
６，３４０
５，００８
５，８５０
６，８１６
６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４２，２２８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１

５，１０８
４，９７２
５，０９２
５，３１９
５，４２８
５，３６２
４，９０３
５，８４８
５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６２

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
９，８８１
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２

１１２
９５３
８１８
５９６
９１２

▲３５３
９４７
９６８
６５０
３８１
８０５
８５９

９．６
２．６
８．６
６．４
４．７
１２．１
７．３

９．１
８．８
８．０
１４．７
１７．５
１３．５
２０．７
１８．０
１１．３
１８．９
１４．５
１４．２

１６．８
１２．３
１６．１
▲０．４
５．１
１０．９
１５．６

２１．３
１７．５
１７．９
１６．７
２７．４
２７．０
３０．３
２５．３
２０．２
１８．０
１８．３
１６．８

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年９月
１０
１１
１２

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２１．５３
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６

１１１．０６
１１４．８２
１１８．４１
１１８．６４
１１５．４５
１１７．８７
１１７．３１
１１７．１３
１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１３．８５
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５

１０９．１５
１１３．４８
１１６．５５
１１５．７２
１１４．１０
１１６．２５
１１５．８２
１１４．３０
１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３１．６９
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５

１１３．１５
１１５．９０
１１９．８３
１２１．３５
１１７．７１
１１８．９５
１１８．８６
１１８．６７
１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５ １２
２００６ １

２
３
４
５
６
７
８

１４６，６４３
１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２

４，４６３
８，９６２
７，７１２
８，１１９
８，３８１
９，８５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７

２，１８２
３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５

０
０
４４
３００
０

３００
０
０
０

１４４，４６１
１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７

４，４６３
８，９６２
７，６６８
７，８１９
８，３８１
９，５５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７

４６，５４９
５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６

１，４１５
３，１６５
２，２９５
２，０４５
２，２０５
３，０４５
９７０

１，５８０
８５７

２６，１４７
１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０

２９９
４８９
２９０
２１６

１，２７７
３４７
９５
１７
０

４，５７６
７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２

０
２４
０
１４７
８０
１４
０
０
０

６７，４３１
７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５

２，６６３
５，２７７
５，０８３
５，４１１
４，７５５
６，０９０
３，６１０
２，７１５
４，２５０

１９８
４７２
４４２
２４８
５９６
２４７

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１８２
９７８

１，０５４
４３８
６９０
３３１

０
７
０
０
６４
６１
０
６
０

１，５５１
９１４
２４９
１７２
１０８
８６

８６
０
０
０
０
０
０
０
０

１７０，０３２
１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６

２０，６３９
２７，８１８
２８，２３０
３９，９３１
２８，６３３
３２，３９２
２６，５６３
２０，５８８
２０，１６２

４５，０２１
３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４

２，３９３
４，４０５
８，２８２
７，９５７
５，３４６
７，９８６
１２，１４０
１１，１３２
１６，１４３

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。�品目別はシングルものの合計。�年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００４ ２００５ ２００６ ２００４ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１５２．５０ ８７．００
１５９．００１０２．５０
１１７．５０ ７０．７５
１１０．００ ７７．５０
１２５．００ ７１．２５
１３５．００１１４．００

１４８．００１２０．００
１２１．００ ９７．５０
１５７．５０ ８３．５０
２９０．００１５６．００
３５０．００２６５．００
３１０．００ ８５．００

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００

１２７．５０ ８２．５０
１３２．５０ ８７．５０
１１２．５０ ６０．００
８７．５０ ６７．５０
１００．００ ６９．５０
１１２．５０ ８７．５０

１２３．００ ９５．００
１０２．５０ ８７．５０
１４５．００ ７５．００
２２５．００１１７．５０
２５５．００１６７．５０
２２５．００ ９７．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００５ ２００６ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６０．５０ ５９．７５
―
―
―
―
―

３７．７５ ３７．５０
―
―

４７．５０

３７．４５
―
―
―
―
―

―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。�グラフの値はいずれも最高値。
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６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００５ ２００６ ２００５ ２００６ ２００５ ２００６

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

―
―

２７．００
―
―
―

―
１３．６０
―

２１．５０

１８．４５ １６．２０
―
―
―

１８．７５
―

―

４０．００ １２．５０
３６．００ ３３．００
３９．２５ ３４．７５
３８．５０ ３４．００
３３．４０ ２１．５０
２１．５０ １６．６８

２３．５０ １９．００
２４．５０ １７．５０
２９．５０ ２６．００
３４．００ ２７．６３
３２．００ ２３．４８

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５

１９．７５ １６．００
２２．００ １７．２５

１６．２０
２４．２５ ２２．７５
２０．５０ １３．２５
１１．２５ １０．００

１１．５０ ９．２５
１２．１５ １０．３０

―
１８．５０ １５．８０

１４．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００４ ２００５ ２００６
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３３
１３２
１３２
９６
９５
１１９

１２７
１０７
１０３
１９５
２７６
２１６

２５０
１７８
１５３
１４１
１３７
１４９

１５６
１５５
１５４
２８５
３４２
２４０

２８９
２１５
１８２
１４０
１６４
１９３

１８７
１６９
１６３
３５５
３７４
２６８

３８６
３５５
２３８
２０４
２０１
２３３

２４３
２１９
２２９
３２０
４３３
３７８

２８７
３２６
３２３
２１０
２３５
２５６

２４０
２１７
２２６
２６３
３９０
３６７

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１

平均 １４４．３ １９５．０ ２２４．９ ２８６．６ ２７８．３ １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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2001（年） 2002 2003 2004 2005 2006
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００４ ２００５ ２００６

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２０５
２０６
１８８
１８１
１７５
１６８

１６６
１５９
１４６
１５５
１３８
１３８

１，３１７
１，２３６
１，１５６
１，１０１
１，０４１
９３５

９０２
９００
８０２
８８２
８１３
８１１

１，３５０
１，２７９
１，２３４
１，２３２
１，１７８
１，０５７

１，００６
１，００８
８８１
９３４
８７７
８７７

５３
５１
５６
５５
５４
５５

５２
５０
４７
４３
３８
３９

２８７
２８６
３００
１６３
１４５
１４２

１３１
１３０
９０
１０３
１１３
１４３

４８９
４９０
５０９
２５６
２２４
２１８

２０４
１９９
１４６
１４８
１６２
２１８

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００３ ２００４ ２００５ ２００６

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８５
１５６
１５１
２０３
２９０
３０４

２７３
２７６
２９４
３３７
３０９
３６０

１，７３３
１，６６９
１，８０２
２，０８１
２，３１７
２，１３５

２，２３８
２，３２２
２，４６７
４，４７７
４，０４６
４，５３９

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

�
�
�
�
�
�

�

２９０
２５８
２９５
３６０
２７５
３５１

４１５

２７８
２７２
３０５
３６６
３２５
３４４

４０５

３２４
３２８
３７１
３４６
３４２
４２４

４７９

３０５
３７３
３５６
３４５
２９１
３２８

３８９

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，１９１

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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トン数標準税制キャンペーン
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この内容に関するパンフレットをご希望の方は、下記までご連絡ください。
（企画部）TEL：０３‐３２６４‐７１７４、FAX：０３‐３２６２‐４７５７、e�mail : pln�div@jsanet.or.jp
なお、パンフレットは、当協会ホームページ（www.jsanet.or.jp）にも掲載しています。
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今年も横浜関内の「せんたあ画廊」で柳原良平
氏の個展が開かれ、会社帰りにいそいそとでかけ
た。今年のテーマは「船と港と造船所」。飛鳥�、
にっぽん丸などのおなじみの客船に加えて、常石
造船、今治造船などの造船所を題材とした油絵、
切絵などの作品が並べられていた。同氏の個展は
毎年楽しみにしている。いつも素敵な奥様と一緒
に笑顔で迎えてくれるのが嬉しい。画廊の前の書
店で販売している著作をもっていくと誰にでも気
さくにサインをしてくれる。数年前に訪れた時は
ちょうど中田横浜市長が訪問していた。
私は３０年近く前から同氏のファンであり、海運

業界に入る際に大きな影響を与えた二人のうちの
一人なのである。同氏のことを知る機会がなけれ
ば、おそらく全く別の人生を歩んでいただろう。
高校生の時、銀座ソニービルでサントリーの懐

かしい CM展が開催されていた。昔のアンクルト
リスの CMを見て、このキャラクターに強く惹か
れた。大学生になり、同氏の著作である「みなと
横浜片思い」を読んだ。私も横浜に住んでおり、
同氏の横浜に対する思いをよせたこの本を読み、
感動し、海運会社に興味をもち、縁あって当社に

入社した。
柳原良平氏と初めて言葉を交わしたのは、当社

グループが当時運航していた客船ソングオブフラ
ワーの事業会社に出向していた時である。同氏が
同船のアラスカクルーズに乗船されたことがきっ
かけであったが、長年の夢がかない、感激したも
のだ。
同氏は横浜市の真の名誉市民であると考えてい

る。「横浜市民と港を結びつける会」を結成し、帆
船日本丸の誘致に奔走された。「みなとみらい地区」
も同氏が同地区名の選考委員の一人でなければ、
おそらく違った名前になっていたはずだ。
願わくば、もう少し当社の船を描いてほしいの

だが、これはご立場上仕方あるまい。これからも
お元気で船と港の絵を描き続け、一人でも多くの
海や船のファンを誕生させてほしいものである。
ちなみに、私が船会社に入る際に大きな影響を

与えたもう一人とは歌手・俳優・作曲家・画家の
Ｋ氏である。

川崎汽船株式会社 IR・広報グループ
情報広報チーム長 高山 敦

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室専任副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
先日、社会人向け講座の講義を聴いてい

て、気づかされたこと（無知な自分にはそ
んなことばかりなのですが…）を一つご紹
介したいと思います。
「優れたトップはその会社を（visionを）一
言で語ることができる」…講師の方が以前
グローバル企業グループＳ社の当時のトッ
プＩ氏と会食された際、Ｉ氏はエレクトロ
ニクス、AV、ゲーム、コンテンツと幅広く
手掛ける自社を「エンタテイメント企業」、
多国籍・全世界に広がる自社を束ねるvision
として「全社員がemotionを共有すること」
と表現されたそうです。
そのepisodeを耳にし、ふと、自分の業界

に置き換えてみるに、「海運を（企業ではな
く）一言（フレーズ）で表すとしたら何か？」
「海運人にとって大切で、必要とされるskill
やものとは何か？」と問われても自分は返
答を持ち合わせていないと気づきました。
よく「globalな業界」と言われたり、某社は
「モノハコビ」と表現していましたが、そ
れは今の時代、海運に限ったことではあり
ません。自分なりに考えているところです
が、見解をお持ちの方がいたら是非ご教示
頂きたいところです。 （MN）
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